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地域在住高齢者における要介護認定と日常生活活動との関連：   
Kami-study 





Relationship between disability and activities of daily living in community-
dwelling Japanese older adults: Kami-study 
Ryo KATAYOSE1), Mihoko OGITA1), Mika OKURA2) and Hidenori ARAI3) 
1) Department of Clinical Nursing, Division of Geriatric Nursing, Shiga University of Medical Science  
2) Department of Human Health Sciences, Kyoto University Graduate School of Medicine 
3) National Center for Geriatrics and Gerontology 
 
要旨 本研究の目的は、地域在住高齢者における 4 年間の新規要介護認定状況を記述し、要介護認定区分と日常生活活動
（Activity of daily living: ADL）との関連を記述することである。2013 年に兵庫県香美町に在住する 65 歳以上の健常高齢者を
対象に実施した高齢者コホート研究の協力者(n=5,094)のうち、脱落者 455 名を除き、4 年後の 2017 年調査に協力が得られた
3,829 名(応諾率 82.5%)を研究対象者とした。そのうち、主要評価項目に欠損のなかった 3,351 名を解析対象者とした。要介護
認定状況については 2016 年 12 月 1 日時点での認定状況で評価し、基本的 ADL は Barthel index を、手段的 ADL は老研式活
動能力指標を用いて評価した。2013 年度調査から 4 年後の新規要介護認定者は 365 名（10.9%）であり、認定区分別では要支
援 1: 150 名（4.5%）、要支援 2: 35 名（1.0%）、要介護 1: 101 名（3.0%）、要介護 2: 28 名（0.8%）、要介護 3: 24 名（0.7%）、要
介護 4: 19 名（0.6%）、要介護 5: 8 名（0.2%）であった。要介護認定区分別の ADL について、基本的 ADL と手段的 ADL は介
護度が上がるにつれて非自立者の割合が増加傾向であった(全て p for trend<0.001)。基本的 ADL においては「食事」、「洗面」、





















かし、それぞれの要介護認定区分は特定の ADL 低下  
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ースを用いて検討を行なった。Kami-study は 2013 年




2013 年 4 月に実施した調査では 5,094 名が調査に参加
し（応諾率 94.3%）、追跡期間中に死亡もしくは転出に
より脱落した 455 名を除く 4,639 名のうち、2017 年 1
月の調査に継続して参加した 3,829 名（応諾率 82.5%）
を本研究の対象者とした。  
2．要介護認定状況 
 要介護認定状況については 2016 年 12 月 1 日時点で
の認定状況及び認定区分を用いて評価し、健常者、要
支援 1・2、要介護 1〜5 の計 8 区分に分類した。  
3．日常生活活動 
 本研究では、対象者の ADL を評価するために、2017
年の調査データ（自記式郵送調査）の Barthel index4)と
TMIG index of competence（以下、TMIG と記す）5)を用











れぞれ 2 項択一で回答を得た。  
4．解析対象者及び解析方法 
 本研究の解析対象者は 3,829 名のうち、Barthel index







TMIG に関して 5 項目のうち 1 項目でも非自立であっ
た者の割合及び各項目の自立 /非自立状況を要介護認
定区分別に記述した。また、要介護認定区分と Barthel 
index 及び TMIG の自立 /非自立状況との関連について
Mantel-Haenszel 傾向性検定を用いて検討した。これら
の解析には統計解析ソフト SPSS（Statistical Package for 










2013 年の調査から 4 年後の要介護認定者（要支援 1
〜要介護 5 全て含む）は 365 名（10.9%）であり、認定
区分別にはそれぞれ要支援 1: 150 名（4.5%）、要支援
2: 35 名（1.0%）、要介護 1: 101 名（3.0%）、要介護 2: 
28 名（0.8%）、要介護 3: 24 名（0.7%）、要介護 4: 19 名
（0.6%）、要介護 5: 8 名（0.2%）であった。要介護認   
年齢, 歳 74.9 (6.6) 74.1 (6.2) 80.3 (5.9) 81.4 (5.9) 81.3 (6.7) 83.9 (5.4) 83.8 (4.8) 82.4 (6.9) 83.6 (5.4)
　-後期高齢者 1,641 (49.0) 1,323 (44.3) 127 (84.7) 31 (88.6) 86 (85.1) 27 (96.4) 23 (95.8) 16 (84.2) 8 (100)
女性 1,968 (58.7) 1,723 (57.7) 99 (66.0) 27 (77.1) 66 (65.3) 20 (71.4) 13 (54.2) 15 (78.9) 5 (62.5)
独居* 350 (10.4) 288 (9.6) 34 (22.7) 7 (20.0) 15 (14.9) 2 (7.1) 2 (8.3) 1 (5.3) 1 (12.5)
慢性疾患あり* 2,396 (71.5) 2,108 (70.6) 128 (85.3) 29 (82.9) 70 (69.3) 24 (85.7) 15 (62.5) 15 (78.9) 7 (87.5)
5種類以上の内服薬あり* 516 (15.4) 408 (13.7) 47 (31.3) 14 (40.0) 23 (22.8) 10 (35.7) 6 (25.0) 6 (31.6) 2 (25.0)
Boby mass index*, kg/m2 22.9 (3.2) 22.9 (3.1) 23.0 (4.2) 22.7 (2.6) 22.0 (4.1) 23.1 (4.9) 22.6 (4.5) 23.4 (3.6) 22.2 (3.6)
運動/日常生活上の制限あり* 218 (6.5) 186 (6.2) 12 (8.0) 5 (14.3) 6 (5.9) 1 (3.6) 2 (8.3) 3 (15.8) 3 (37.5)
離散量はn(%)、連続量は平均値(SD)
*欠損有り：欠損者それぞれ独居 n=214、慢性疾患 n=313、5種類以上の内服薬 n=727、Body mass index n=299、運動/日常生活上の制限 n=391







要介護4 要介護5要支援2 要介護1 要介護2
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図 1. 要介護認定区分別 Barthel index 各項目の自立状況  
Barthel index10 項目は自記式質問紙の回答により、自立もしくは非自立（一部介助もしくは全介助）に分類し、
介護認定分別にその該当割合を示した。  













































































































非自立 自立 P for trend < 0.001 P for trend < 0.001
P for trend < 0.001 P for trend < 0.001
P for trend < 0.001 P for trend < 0.001
P for trend < 0.001 P for trend < 0.001
P for trend < 0.001 P for trend < 0.001
P for trend < 0.0 1 
P for trend < 0. 1 
P for trend < 0.001 
P for trend < 0.001 
P for trend < 0.001 
P for trend < 0.00  
P for trend < 0.0 1 
P for trend < 0. 1 
P for trend < 0.001 
P for trend < 0.001 
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2. 要介護認定区分別の Barthel index 項目 
Barthel index 全項目の平均合計点数 (SD)は、全体で
93.8 (14.5)であり、要介護認定区分別では健常者 : 96.9 
(7.4)、要支援 1: 82.0 (18.5)、要支援 2: 75.3 (17.7)、要
介護 1: 66.7 (24.4)、要介護 2: 54.8 (22.3)、要介護 3: 42.9 
(25.7)、要介護 4: 31.8 (28.6)、要介護 5: 7.5 (9.3)と介護
度が上がるにつれて減少した。さらに Barthel index の
いずれの項目においても介護度が上がるにつれて非自
立 者 の 割 合 は 増 加 傾 向 を 示 し て い た （ 全 て p for 
trend<0.001）。その中で、「食事」、「洗面」、「トイレ動
作」に関しては要支援者（要支援 1・2）での非自立割






3. 要介護認定区分別の TMIG 項目(図 2) 
TMIG の 5 項目においていずれか 1 項目でも非自立
であった者は、全体で 725 名 (21.6%)であり、要介護認
定区分別では健常者 : 421 名  (14.1%)、要支援 1: 101 名  
(67.3%)、要支援 2: 29 名  (82.9%)、要介護 1: 96 名  
(95.0%)、要介護 2: 28 名  (100%)、要介護 3: 23 名  
(95.8%)、要介護 4: 19 名  (100%)、要介護 5: 8 名  (100%)
と介護度が上がるにつれて該当割合が増加した。また、
TMIG のいずれの項目においても介護度が上がるにつ
れて非自立者の割合は増加傾向を示した（全て p for 
trend<0.001）。その中でも公共機関を利用した外出は要
支援 1 の段階から 6 割以上の者が非自立状態であり、
要介護 1 以上では 9 割以上の者が非自立状態となって
いた。その他項目においては要支援から要介護状態へ
移行する段階で非自立者が 2-4 割程度増加していた。  
 
 
図 2. 要介護認定区分別 TMIG 項目の自立状況  
TMIG5 項目は自記式質問紙に対し「できる」と回答した者を自立、「できない」と回答した者を非自立と分類し、
介護認定分別にその該当割合を示した。  






















































非自立 自立 P for trend < 0.001 P for trend < 0.001
P for trend < 0.001 P for trend < 0.001
P for trend < 0.001
P for trend < 0.001 P for trend < 0.001 
P for trend < 0. 1 P for trend < 0. 01 
P for trend < 0. 1 
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